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令和７年度１２月補正予算（第２次追加提案分）の概要 
 

令和７年１２月１５日 

 

 

１ 予算規模（一般会計） ※鳥取県緊急経済対策 
 

   補正額   ４５，０００百万円  （１２月補正総額 ４９，２８８百万円） 

 

補正後  ４２４，３０１百万円 

 

補正前  ３７９，３００百万円 
 

財 源  国庫支出金 ２６，６１４百万円、県債 １１，６８３百万円 

地方交付税   ６，２９０百万円 など 
 

 

２ 主な内容 
    

 政府において、「生活の安全保障・物価高への対応」「危機管理投資・成長投資による強い経済

の実現」「防衛力と外交力の強化」の３つの柱で構成された事業規模４２．８兆円程度の「「強い

経済」を実現する総合経済対策」が決定された。 

 本県として、この経済対策の裏付けとなる国補正予算を最大限活用しながら、本県の経済対策

として過去最大規模となる「鳥取県緊急経済対策」を速やかに編成し、機動的に対応する。 

まず、国の重点支援地方交付金等を活用し、市町村と協調した低所得者等への灯油代を含めた

光熱費支援、県立特別支援学校の給食費支援、省電力照明器具への買換え支援等の生活者支援に

加え、ＬＰガス・特別高圧電力料金高騰分支援、医療・社会福祉・保育施設や農林水産業などを

はじめとする幅広い事業者の活動の下支えのため、資金繰りを含めた支援を行い、物価高への対

策を講じる。 

また、賃上げを進める事業者への設備投資支援や医療・社会福祉・保育職員の処遇改善、米国

関税対策、国立公園や自然公園内施設の改修、スマート農業技術等の農林水産業支援、高等学校

のＤＸ推進や教育改革といった地域の未来を創るふるさとづくりを進める。 

さらに、ツキノワグマの出没等に備えた総合対策、放射線防護対策、特別支援学校の環境整備、

ため池等の農地防災対策、地域高規格道路やはわいバイパス（はわいＩＣへのアクセス道路）整

備など、安心・安全の地域づくりを行う。 

 

３ 主な事業 

 

（１）物価高への対策（計６，６８５，１６２千円） 

 

・家計負担激変緩和対策事業 …………………………………………………… ８０，０００千円 

  物価高騰の影響により、家計に大きな影響が及ぶと考えられる低所得者や多子世帯、児童扶

養手当受給世帯等に対して、市町村と協調して灯油代を含めた光熱費支援を行う。 

（孤独・孤立対策課） 

 

・県立特別支援学校給食費等負担軽減事業 ……………………………………… ６，５００千円 

  物価高騰の影響を受けている保護者の負担軽減を図るため、県立特別支援学校の学校給食費、

寄宿舎食費の増額分に対して支援する。                  （体育保健課） 
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・鳥取県ＬＥＤ照明器具買換え応援事業 …………………………………… ２５０，０００千円 

  家庭の負担軽減及び温室効果ガスの削減を図るため、家庭内の消費電力量割合の大きい照明

器具の省電力なＬＥＤ器具への買換えを支援する。          （脱炭素社会推進課） 

 

・ＬＰガス料金高騰対策支援事業 …………………………………………… ３１８，５００千円 

  国の支援制度の対象外となっているＬＰガス契約者の負担軽減を図るため、定額制及び一般

家庭より使用量の多い契約者に対して従量制による利用料金の軽減支援を行う。 

                （脱炭素社会推進課） 

 

・特別高圧電力料金高騰対策支援事業 ……………………………………… ２００，０００千円 

  国の支援制度の対象外となっている電力の特別高圧契約利用事業者（県内中小事業者等）の

負担軽減を図るため、電気代高騰分に対して支援する。           （企業支援課） 

 

・交通事業者物価高騰対策支援事業 …………………………………………… ３０，６００千円 

  物価高騰等の影響により厳しい経営環境におかれている地域交通事業者の事業継続を図る

ため、バス・タクシーの車両維持に要する費用や第三セクター鉄道の動力費等の高騰分に対し

て支援する。                              （交通政策課） 

 

・私立学校等物価高騰対策支援事業 ……………………………………………… ８，２００千円 

  長期化する物価高騰の状況においても生徒の学習環境を確保するため、私立中学・高等学

校・各種学校・フリースクールの光熱費等の高騰分に対して支援する。    （教育学術課） 

 

・医療・社会福祉・保育施設等物価高騰対策支援事業 ……………… １，０００，０００千円 

     収入が公定価格で決まっているなど、物価の高騰分を価格転嫁できない医療機関、社会福祉

施設、保育施設等の光熱費、食材費の高騰分に対して支援する。       （福祉保健課） 

 

・介護保険施設等に対する食料費等支援事業 ……………………………… １０７，１２０千円 

     物価上昇の影響がある中でも、介護保険施設が食事提供サービスを円滑に継続するため、食

材料費等の購入費等を支援する。                     （長寿社会課） 

 

・保育施設等物価高騰対策特例加算事業 ……………………………………… １７，４３４千円 

     物価上昇の厳しい環境下においても安定的な教育や保育を継続して提供するため、公定価格

等において特例的に創設される加算制度の県負担分を措置する。      （子育て王国課） 

 

・子ども食堂運営費高騰対策支援事業 …………………………………………… ７，６００千円 

  物価高騰の影響を受けている子どもの居場所（子ども食堂等）の事業継続を図るため、光熱

水費や食材費の増加により上昇した運営費に対して支援する。        （家庭支援課） 

 

・児童養護施設等物価高騰対策特例加算事業 …………………………………… ４，８８４千円 

  物価高騰の影響を受けている児童養護施設等の事業継続を図るため、児童措置費等において

特例的に創設される加算制度の県負担分を措置する。            （家庭支援課） 

 

・米国関税影響下における県版セーフティネット構築事業 

……………………………………………………… ７８，１０５千円（※融資枠１８０億円追加） 

資金繰りにおける鳥取県版セーフティネットを構築し、関税対策資金等の調達円滑化を図る

ため、地域経済変動対策資金の融資対象者に円安の影響を受ける者を追加し融資枠を拡大する

とともに、米国関税対応特別需要資金とあわせて受付期間の延長を行う。   （企業支援課） 
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・物価高騰・米国関税対応企業支援基金積立事業 …………………… ３，４００，０００千円 

物価高騰や米国関税の影響を受けた県内中小企業等の経営の安定を図るために発動した地

域経済変動対策資金等の制度融資に係る経費負担を円滑に行うため、新たに基金を設置し所要

額を積み立てる。                                                     （企業支援課） 

 

・物価高騰に伴う運送能力向上・安定化緊急対策事業 ……………………… ２３，５００千円 

     物価高騰の厳しい状況下における県内運送事業者の輸送能力向上と輸送の安定化を図るた

め、機能向上のための車両等の買い替え経費等の一部を支援する。      （通商物流課） 

 

・県産日本酒緊急支援事業 ……………………………………………………… ２５，０００千円 

  多様な外需獲得の促進や酒米急騰の克服のため、鳥取県酒造組合を通じて酒蔵が行う生産性

向上や高付加価値化に向けた取組を支援する。          （販路拡大・輸出促進課） 

 

・原油高対応省エネ農業機械・施設等導入支援事業 ………………………… ２１，０００千円 

  原油高騰等の影響を受ける農業者を支援するため、経営改善に向けた省エネルギー機械・設

備等の導入に対して支援する。                    （農林水産政策課） 

 

・肥料価格高騰対策事業 …………………………………………………………… ５，０００千円 

  肥料価格高騰による農業経営の影響を緩和するとともに、化学肥料使用量の削減を図るため、

地域資源を活用した肥料（堆肥等）を利用する際に掛かり増しとなる運搬・散布経費に対して

支援する。                               （生産振興課） 

 

   ・和子牛緊急対策事業 ……………………………………………………………… ２，２２１千円 

     飼料価格の高騰に加え、和子牛価格が不安定であることを受け、本県の和牛繁殖農家の維

持・発展を図るため、県和子牛セリ平均価格が子牛生産の採算目安を下回った場合に国支援で

補填されない部分の一定割合を支援する。                 （畜産振興課） 

 

   ・畜産経営緊急救済事業 ………………………………………………………… ２８，８６５千円 

     飼料高騰の影響が畜産農家の経営を圧迫しているため、飼料高騰に係る国の対策や乳価値上

げでもなお負担が増加している酪農家に加え、同様に他の補填制度が十分ではなく価格転嫁が

困難な養鶏農家や肉牛・養豚農家等に対して支援する。           （畜産振興課） 

 

・省エネ林業機械等導入支援事業 ……………………………………………… ６０，０００千円 

  燃油高騰による経営への影響を軽減するための伐木搬出作業におけるコスト削減に向け、林

業事業体等による省エネルギー機械整備等に対して支援する。    （県産材・林産振興課） 

 

・特用林産生産資材価格高騰支援事業 …………………………………………… ５，６３３千円 

     資材価格高騰等の影響を受けるきのこ生産者の経営改善を図るため、生産資材の高騰分に対

して支援する。                         （県産材・林産振興課） 

 

・漁業者物価高騰対策事業（漁業経営体ステップアップ事業） ……………… ５，０００千円 

  燃油価格高騰等に伴う漁業経費の増加により、沿岸漁業者等の経営状況が悪化しているため、

省エネ機関等の漁船用機器購入を支援する。                （水産振興課） 

 

・物価高騰等緊急対応調整費 …………………………………………… １，０００，０００千円 

  長引く物価高騰に対応して実施する生活者・事業者支援等について予算枠が不足する際など、

緊急的に対応するとともに、公共調達における労務費を含めた価格転嫁を円滑に実施するため

の枠予算を増額する。                            （財政課） 
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（２）地域の未来を創るふるさとづくり（計１４，７２１，５０６千円） 

 ※主な事業は次のとおり 

 

・地域の未来を創る賃上げ・価格適正化推進事業 …………………… ２，０００，０００千円 

  持続的な賃上げと価格適正化による地域経済の好循環を図るため、賃上げを進める事業者に

対し、経営力向上に直接資する設備投資や人材育成等への支援を延長するとともに、経営力向

上のための相談窓口や経営診断を推進する。                （企業支援課） 

 

・障がい福祉職員処遇改善支援事業 ………………………………………… １７６，９８５千円 

     障がい福祉施設職員の処遇改善を図るため、職員等の賃上げに対して支援する。 

                             （障がい福祉課） 

 

・鳥取県障がい福祉分野におけるロボット・ＩＣＴ導入支援事業 ………… ２２，３５０千円 

  障がい福祉分野の負担軽減等を図り、働きやすい職場環境の整備を推進するため、移乗介護、

移動支援、排せつ支援、見守り等のロボット（補助機械）の導入等に対して支援する。 

                          （障がい福祉課） 

 

・介護職員処遇改善支援事業 …………………………………………… １，１０２，０００千円 

     介護職員の処遇改善を図るため、職員等の賃上げに対して支援するとともに、生産性向上や

職場環境改善に取り組む事業者を支援する。                 （長寿社会課） 

 

・介護テクノロジー導入支援事業 …………………………………………… ３８５，２１３千円 

     介護分野の負担軽減等を図り、働きやすい職場環境の整備を推進するため、移乗支援機器、

入浴支援機器、介護ソフト等の介護テクノロジーの導入等に対して支援する。  （長寿社会課） 

 

・介護事業所等に対するサービス継続支援事業 …………………………… １３２，１２０千円 

     介護事業所・施設における介護サービスの円滑な継続のため、訪問・送迎などの移動に伴い

必要となる経費や災害発生時に必要となる設備・備品購入費用等を支援する。 （長寿社会課） 

 

・医療施設等経営強化緊急支援事業 …………………………………… ２，０８６，４１２千円 

     医療機関等の経営の改善を図り、安定した医療提供体制を維持するため、職員の賃上げ、診

療に必要な経費や生産性向上に取り組む事業者を支援する。         （医療政策課） 

 

・子どものための教育・保育給付費県負担金 ……………………………… １９８，９３３千円 

  人事院勧告に準じた保育士・幼稚園教諭等の公定価格の引上げによる処遇改善に係る県負担

分を措置する。                            （子育て王国課） 

 

・児童養護施設等職員処遇改善支援事業 ……………………………………… ９６，３８５千円 

     国の児童措置費基準額引上げによる児童福祉司等の処遇改善に係る県負担分を措置する。 

                                         （家庭支援課） 

 

・障がい福祉職員処遇改善支援事業（障がい児福祉施設） ………………… ２６，２６１千円 

     障がい児福祉施設職員の処遇改善を図るため、職員等の賃上げに対して支援する。 

                           （子ども発達支援課） 

 

   ・産業未来共創事業 ……………………………………………………… ３，５６２，２２０千円 

     鳥取県産業未来共創条例に基づき、県内中小企業の持続的発展に向けた取組を支援するため、

産業未来共創補助金を交付するとともに、産業振興等の施策に充てることを目的として産業未

来共創基金に所要額を積み立てる。                    （立地戦略課） 
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   ・米国関税対策支援事業 ……………………………………………………… １００，０００千円 

     米国関税の影響克服に向けた県内企業の設備投資を促進するため、生産性向上や新技術開発

等への支援を延長する。                         （企業支援課） 

 

・鳥取県米国関税政策対応サプライチェーン再構築等緊急対策補助金 …… ５０，０００千円 

     県内企業の海外新市場開拓を後押しするため、新たな販路開拓やサプライチェーン再構築に

向けた県内企業の計画段階から商品試作等までの取組を一貫支援する。    （通商物流課） 

 

・国立公園満喫プロジェクト等推進事業 ……………………………………… ６０，０００千円 

  大山隠岐国立公園内施設を国内外の観光客誘致につながる魅力あるものとするため、大山夏

山登山道の改修工事等を実施する。                    （自然共生課） 

 

・自然公園等魅力向上事業 …………………………………………………… ２２５，２００千円 

  優れた自然の風景地の利用を促進するとともに、安全で快適な自然公園等の利用を確保する

ため、中国自然歩道（滝ヶ磯）法面対策工事等を実施する。         （自然共生課） 

 

・農業生産拡大に向けたスマート農業推進事業 ……………………………… ２１，８５０千円 

  農業者の減少や高齢化等の環境の変化に対応した効率的な生産体制の強化を図るため、農業

サービス事業体が行うスマート農業技術の導入を支援する。         （経営支援課） 

 

・産地生産基盤パワーアップ事業 ……………………………………………… ２１，０００千円 

  園芸産地等を加速的かつ戦略的に強化するため、農業団体等が行う施設整備、農業機械等の

リース導入及び生産資材の導入等に対して支援する。            （生産振興課） 

 

・鳥取型低コストハウスによる施設園芸等推進事業 ……………………… １５２，５１５千円 

  高収益な野菜・花き・果樹等のハウス栽培品目の生産を拡大し、県内園芸産地の活力増進を

図るため、鳥取型低コストハウスの導入に対して支援する。         （生産振興課） 

 

・森林の集約化モデル地域実証事業 …………………………………………… ５５，０００千円 

  森林経営管理制度の円滑な運用を図り、森林整備の促進に繋げるため、小規模分散・境界不

明森林の集約化を図るモデル事業を実施する。               （林政企画課） 

 

・きのこ王国とっとりシェア拡大推進事業 …………………………………… ２３，９２２千円 

  「きのこ王国とっとり」の実現に向け県産「アラゲキクラゲ」の生産拡大を図るため、生産

者団体等が行う菌床製造施設の整備を支援する。          （県産材・林産振興課） 

 

・木材産業国際競争力強化対策事業 ………………………………………… ７６５，３６４千円 

  県内森林資源の有効活用のため、県内スギ人工林等を伐採搬出するための生産基盤の整備、

木造公共施設等整備、間伐材生産等を支援する。          （県産材・林産振興課） 

 

   ・水産業競争力強化緊急施設整備事業 ……………………………………… １４４，６００千円 

     水産物の冷凍保管能力の向上を図るため、山陰旋網漁業協同組合が実施する冷凍冷蔵施設の

設備整備に要する経費の一部を支援する。                 （水産振興課） 

 

・鳥取県義務教育諸学校教育情報化推進基金事業 …………………………… ５０，０００千円 

  ＧＩＧＡスクール構想で整備した小中学生１人１台の学習端末の計画的な更新を図るため、

鳥取県義務教育諸学校教育情報化推進基金に所要額を積み立てる。     （教育センター） 
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・高等学校ＤＸ加速化推進事業 ………………………………………………… ４３，０００千円 

  デジタル人材育成の抜本強化を図るため、高等学校段階におけるＩＣＴを活用した探求的・

文理横断的・実践的な学びを実施する拠点を整備する。          （教育センター） 

 

・「とっとり学びのデザイン２．０」プロジェクト ………………………… １６，８９６千円 

     予測困難な時代を生き抜く子どもたちに対話中心の深い学びと豊かな表現力を育成するた

め、自治体デジタル倫理原則等を遵守した上で、デジタル技術を活用した授業モデルの実践等

を行う。                                          （教育センター） 

 

・鳥取県県立高等学校教育改革促進基金造成事業 …………………… １，８００，０００千円 

産業イノベーション人材の育成に資する事業その他の高等学校教育の改革を先導する拠点

となる県立高等学校の創出のため、新たに基金を設置し所要額を積み立てる。 （高等学校課） 

 

・臨時財政対策債償還基金費 …………………………………………… １，１１０，０００千円 

  国の補正予算において、令和８年度及び令和９年度における臨時財政対策債の元利償還金の

財源の一部として、普通交付税に「臨時財政対策債償還基金費」が追加算定されるため、基金

に積み立てる。                               （財政課） 
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（３）安心・安全の地域づくり（計２３，５９３，７７４千円） 

 ※主な事業は次のとおり 

 

・ツキノワグマ等総合対策推進事業 ……………………………………………… ６，８３４千円 

     ツキノワグマ等危険鳥獣の人の日常生活圏への出没等に備えるため、市町村が実施する住民

の安全確保のための活動を支援するとともに、銃猟実施人材育成、出没時の現場対応に必要な

資材購入等を進める。                          （鳥獣対策課） 

 

・放射線防護対策事業（エアシェルター整備） ……………………………… ８９，７８２千円 

  原子力災害時に、自宅での屋内退避が困難な緊急時防護措置準備区域（ＵＰＺ）圏内の住民

の内部被ばくを防ぐため、コンクリート建屋内に設置するエアシェルターを整備する。 

        （原子力安全対策課） 

 

・災害時歯科保健医療提供体制整備事業 ……………………………………………… ４１６千円 

     災害時の歯科保健医療提供体制を確保するため、各地域のチーム養成や災害時等に対応可能

な歯科衛生士を養成する研修を支援する。                 （医療政策課） 

 

・ハウス強靭化による施設園芸加速化対策事業 ………………………………… ３，８９３千円 

     近年の頻発する大雪、台風等の度重なる気象災害による農業用ハウスの被害拡大を踏まえ、

複数農業者等による農業用ハウスの補強や防風ネット設置等の気象災害防止対策を支援する。 

                                        （生産振興課） 

 

・特別支援学校環境整備事業 …………………………………………………… ５９，７５７千円 

  障がいや疾病のある児童・生徒が安心して学べる学習環境を確保するため、県立特別支援学

校における空調の長寿命化改修やトイレの洋式化工事等を実施する。     （教育環境課） 

 

   ・都市公園整備事業（公共事業） …………………………………………… ３４５，０００千円 

     県立都市公園利用者の安全・安心の確保、満足度の向上を図るため、公園施設長寿命化計画

等の改修計画に基づき公園施設の長寿命化等の整備・改修を実施する。   （まちづくり課） 

 

   ・農業農村整備事業（公共事業） ……………………………………… １，３２３，８３５千円 

     農業の競争力強化のため、農地の区画拡大や汎用化、国土強靭化のための農業水利施設の長

寿命化対策等を実施する。                      （農地・水保全課） 

 

・農地防災事業（公共事業） ………………………………………………… ６４３，２５３千円 

  農村地域の防災力の向上を図るため、ため池や農業水路などの土地改良施設の防災・減災対

策を実施する。                           （農地・水保全課） 

 

・特定漁港漁場整備事業（公共事業） ………………………………………… ９０，０００千円 

  境漁港高度衛生管理型市場整備の事業進捗を図るため、８号上屋の新築に伴う建築工事を実

施する。                                （水産振興課） 

 

・地域高規格道路整備事業（公共事業） …………………………………… ５００，０００千円 

  本県の産業活動等の骨格となる高速道路網の充実を図るとともに、災害に強い県内幹線道路

ネットワークを構築するため、北条湯原道路（倉吉関金道路、北条倉吉道路（延伸））の地域

高規格道路の整備を行う。                        （道路建設課） 

 

・ＩＣアクセス道路整備事業（公共事業）……………………………… １，４００，０００千円 

  北条道路（はわいＩＣ～北条ＩＣ）の整備に合わせた「はわいバイパス（はわいＩＣへのア

クセス道路）」の令和８年度供用開始に向けた整備を加速する。         （道路建設課） 
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・通学路安全対策事業（公共事業） ………………………………………… １５５，０００千円 

     警察、道路管理者、学校関係者合同で行った通学路安全合同点検により指摘された小中学校

の通学路の危険箇所において、歩道の整備等を実施する。          （道路企画課） 

 

・除雪事業（補助）（公共事業） …………………………………………… ６００，０００千円 

今冬の大雪予想を踏まえ、安心かつ安全な交通確保を図るため、県管理道路において、除雪、

消融雪装置管理、凍結防止剤散布等に要する経費を増額する。        （道路企画課） 

 

・大規模特定河川事業（公共事業） …………………………………… １，６９６，０００千円 

  河川の防災・減災、強靭化を図るため、計画高水流量に対して流下能力が低く、氾濫のおそ

れがある区間において、護岸整備や橋梁改築等の集中整備を行う。        （河川課） 

 

・防災・安全交付金（砂防事業（砂防・急傾斜基礎調査））（公共事業） ２３４，０００千円 

  土砂災害警戒区域（イエロー区域）及び土砂災害特別警戒区域（レッド区域）の指定や警戒

避難体制の整備等の基礎資料とするため、土砂災害（急傾斜地の崩壊、土石流、地すべり等）

のおそれのある土地に関する基礎調査を実施する。             （治山砂防課） 

 

 

【参考】 

＜公共事業＞                          計 ２３，３６８，４５４千円 

  ・補助事業                           １９，９９７，１２１千円 

（農業集落排水、都市公園、農業農村整備、林道、造林、水産基盤、農道、道路、河川、海岸、

ダム、砂防、治山、港湾、漁港） 

  ・国直轄事業（道路、河川、海岸、砂防、港湾）           ３，３７１，３３３千円 

  （水環境保全課、まちづくり課、農地・水保全課、県産材・林産振興課、森林づくり推進課、水産

振興課、道路企画課、道路建設課、河川課、治山砂防課、港湾課） 

 

 


